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はじめに
1980年代以降、アメリカでは多数の原告による不法行為訴訟が多く提
起されるようになってきた。この訴訟は大規模不法行為訴訟（mass torts 
litigation）と呼ばれるようになった（1）。1980年代までの大規模な不法行為
事例の大半は、大火災（2）や飛行機事故（3）など多数の被害者を発生させる単
独事故であった。
ところが1980年代以降、アスベストの訴訟（4）を端緒として、有毒物質に
よる汚染への損害賠償を請求する訴訟（toxic torts litigation）（5）や、薬剤の
製造上の瑕疵による損害の賠償を求める訴訟（6）が多く提起されてきた。こ
れらの訴訟は、次の性質をもつものと分析されている。第１に、予測不能
なほど多数の請求がなされることである。第２に、多くの連邦および州裁
判所で分散して訴えが提起されることである。第３に、長期間にわたって
損害が多地域に分散して発生することである。第４に損害の内容と損害程
度が被害者により異なり、そして第５に複雑な科学的証明を必要とするほ
どの責任と因果関係が不明確なものである（7）。このような性質をもつ訴え
では、当事者および訴えの併合など従来の訴訟手続では対応することが困
難であり、また責任と因果関係の立証や責任の判断において従来の不法行
（1）　大規模不法行為は典型的には多くの州におよびまたは全国的な規模で、多数の者に
損害を与えて、クラス・アクションで提起される大規模な不法行為であると認識さ
れている。see, e.g., David L. Shapiro, Class Actions：The Class as Party and Client, 73 
NOTRE DAME L. REV. 913, 920 （1998）.
（2）　See, e.g., Coburn v. 4-R Corp., 77 F.R.D. 43 （E.D. Ky. 1977）.
（3）　See, e.g., Causey v. Pan Am World Airways, 66 F.R.D. 392 （E.D. Va. 1975）； Petition of 
Gabel, 350 F. Supp. 624 （C.D. Cal. 1972）.
（4）　See, e.g., In re School Asbestos Litigation, 789 F.2d 996 （3d Cir. 1986）, cert. denied 
sum nom, Celotex Corp. v. School Dist. of Lancaster, 479 U.S. 852 （1986）, and cert. 
denied sub nom, Nat'l Gypsum Co. v. School Dist. of Lancaster, 479 U.S. 915 （1986）.
（5）　See, e.g., Sterling v. Velsicol Chemical Corp., 885 F.2d 1188 （6th Cir. 1988）.
（6）　See, e.g., In re Diet Drug Prods. Liab. Litig., No. 1203, 1997 U.S. Dist. LEXIS 21333 
（ J.P.M.L. Dec. 17, 1997）.（ダイエット薬剤、広域訴訟手続により訴えが集約されて
いる）； Spitzfaden v. Dow Corning Corp., 619 So. 2d 795 （La. Ct. App. 4th Cir. 1993）, 
cert. denied, 624 So. 2d 1237 （La. 1993）. （豊胸用インプラント）；Sindell v. Abbott 
Laboratories, 26 Cal 3d 588 （1980）.（合成女性ホルモン薬剤であるジエチルスチルベ
ストロール（DES））.
（7）　See, e.g., 1-1 ACTL Mass Tort Litigation Manual § 1.02 （2006）.
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為法では対応が困難な側面もある。手続上は、特定地区の連邦裁判所を受
任裁判所として指定し、各地の連邦裁判所に提起された訴えを統合させ、
正式の審理前手続を進行させる広域訴訟手続、および代表者が多数の当事
者を代表して訴えを提起し進行させるクラス・アクションが使われる（8）。
実体法上は、損害の補填を目的とする填補賠償に加え懲罰的損害賠償を与
える是非や、有毒物質に曝された場合には、未発症疾病の医療検査を目的
とする賠償の是非が問題となる。以上の点から、現代における最も当惑さ
せる民事訴訟といっても過言ではない（9）。
大規模不法行為はアメリカに限定して発生しているとは限らない。有毒
物質や薬剤が広範囲に影響を与えるものである以上、大規模不法行為によ
る損害の賠償を請求する訴えは世界規模で起こる可能性をもつものであ
る。アメリカでの大規模不法行為の処理方法を他国において適用する妥当
性および有効性を探るには、まず同一の法体系に属する国の状況と比較す
る必要があろう。そこで本稿は、アメリカでクラス・アクションと称され
る集団代表訴訟の起源となった、イギリスにおける（10）大規模不法行為訴訟
の処理方法に焦点を当てる。これを行うにあたり、まず手続的視点として
20世紀以降の集団代表訴訟の状況を探る。次に、アスベストなど具体的
事例における状況を検討し、同じコモン・ロー体系に属するアメリカの状
（8）　アメリカの連邦裁判所におけるクラス・アクションは連邦民事訴訟規則（Federal 
Rules of Civil Procedure； FED.R.CIV.P.） Rule 23に規定され、裁判所の承認により成立
する。それは２段階で審査される。まず、（ａ）項において、（１）集団（クラス）
が非常に多数で構成されている、（２）集団に共通の事実および法律上の争点があ
り、（３）代表者の攻撃防御が集団全体のそれと典型であることが必要とされる。さ
らに次の各号のうちいずれかに該当する必要がある。（１）号では個別の訴えではク
ラス構成員の間で矛盾する判決がでるおそれがある場合、（２）号では、差止めや宣
言的判決を求める場合、（３）号ではすべての構成員に共通する法律または事実上の
争点が個別のそれよりも訴訟の焦点となり、クラス・アクションの方が個別の訴え
よりも効率的に紛争を解決できる場合である。（１）（２）号のクラス・アクション
では利害関係者の参加（opt-in）が要求され、（３）号ではクラス・アクションの告
知がなされ、集団からの離脱（opt-out）が認められることになる。
（9）　Anthony J. Scirica, Introduction：Symposium on Mass Torts, 148 U. PA. L. REV. 1859 
（2000）.
（10）　本稿では、イングランド・ウエールズの判例を中心に扱っているが、スコットラ
ンドの判例および連合王国（the United Kingdom）全体に関わる事件もあるために、
通称イギリスを対象とした論述を行う。そのため、表題ではイギリスとしている。
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況との相違を把握しつつ、大規模不法行為に対する訴訟手続の制度的有効
性について考察を加える。
 
一　イギリスにおける集団代表訴訟の背景
１．20世紀初頭の集団代表訴訟制限傾向の出現
イギリスは集団代表訴訟（representative action）の起源となった国で
ある。主に17世紀から18世紀にかけてこの訴訟が形成されてきた（11）。その
後、18世紀から19世紀にかけて、エクイティ裁判所では集団代表訴訟が
いかなる者によっても提起が可能であり、広範に成立が認められるものと
されていた（12）。一定の集団が「共通の利益（common interest）」と「共通
の争点（common issue）」を同一の被告に対して有する場合、その集団を
構成するいかなる者も代表して訴えを起こすことができたのである。
この背景の中で、1901年の貴族院判決である Duke of Bedford v. Ellis（13）
では、共通の利益と争点が存在することの必要性が強調された。本件
は、Bedford公に対して農民の集団が訴えを起こした事例である。1828年
の制定法上の権利（14）にもとづき、青果や花き市場であったコヴェント・
ガーデン（Covent Garden）の所有者かつ管理者である Bedford公を相手
取り、農民たちは自らが生産した野菜などをここで売ることを求めた。
MacNaughten裁判官は、共通の利益、共通の不満、そして請求される救
済が集団すべてに有益であれば、集団代表訴訟の成立要件である同じ利益
（11）　See, e.g., Stephen C. Yeazell, FROM MEDIEVAL GROUP LITIGATION TO THE MODERN CLASS 
ACTION 160-174 （1987）.尚、楪博行「クラスアクション－その成立の背景－」人間学
部研究報告第11集53頁（2008）参照
（12）　See, e.g., Adair v. New River Co., ［1805］ 32 Eng. Rep. 1153.本判決では、すべて
の利害関係人が訴訟当事者になるのが原則であるが、すべての利害関係人が出廷
できない場合であれば強要されるべきではないと判断している（id. at 1158-59）。
Cockburn v. Thompson, ［1809］ 33 Eng. Rep. 1005.本判決では、訴訟上の利害関係人
は訴訟当事者となる必要があるが、すべての利害関係人が訴訟当事者とならなくて
も訴訟手続は進行する旨を示した（id. at 1007-08.）。
（13）　［1901］ A.C. 1.
（14）　Covent Garden Market Act, 1828 （9 Geo. 4, c. cxiii., a public Act）. 原告の主張によ
れば、本法は農作物栽培者に市場を使用することにつき優先権が与えられていると
された。
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（same interest）が満足されると述べた（15）。そして、この成立要件のルー
ルは既に確立したものであり、本件ではこの要件を満足させられていると
して、原告集団の代表者による訴えの成立を認めたのである（16）。
しかし、広く集団代表訴訟を認める傾向は、1910年の控訴院判決であ
るMarkt & Co. Ltd. v. Knight Stemaship Co. Ltd.（17）により制限されること
になった。本件は、沈没した船の45人の積荷主を代表した者が集団代表訴
訟を提起したものである。原告はアメリカと日本で貿易を営む者であり、
個々に被告と運送契約を締結していた。また被告は、ナイト・コマンダー
（Knight Commander）と呼ばれる汽船の所有者であった。本船は、荷物
を積載して日本に向けてニュー・ヨークを出港した。当時は日露戦争中で
あり、本船はロシア帝国海軍の臨検を受けた後に戦時禁制品を積載してい
るという理由から沈没させられたのであった。そこで、二人の商人がその
他の者を代表し、運送契約違反および内密に戦時禁制品を合法なものと一
緒に積載したため、全積荷が滅失することになったと主張し、損害賠償を
求めて訴えを提起したのである。
本判決で多数意見を代表してMoulton裁判官は、「集団代表訴訟の本質
的な条件は、請求における代表される者の利益と代表者の利益は同じもの
である。したがって、その原因とそれへの関連性も同様という意味にお
いて共通の利益が存在しなければならない」（18）と述べている。集団代表訴
訟の要件である共通の利益が、すべての集団の構成員に共通な争点および
求められる救済と同じものであることを要求したのである。すなわち、単
なる共通の利益ではなく、それが発生した経緯も共通でなければならない
と、共通の利益について厳格に解したのである。さらに、損害賠償が個人
に特有な性質をもつので、その額を正確に決定するためには集団を構成す
（15）　［1901］ A.C. 1.
（16）　Id. at 2.
（17）　［1910］ 2 K.B. 1021.
（18）　Id. at 1040.
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るそれぞれの原告が請求を行わなければならないと述べて、損害賠償を請
求する集団代表訴訟が成立するのは困難であることをも併せて示した（19）。
同裁判官は、本件では各々の請求が集団構成員間で類似するものの、被告
が様々な者と様々な内容の契約を締結しているため、共通の利益が存在
しないという理由を示し、集団代表訴訟が成立しないと判断した（20）。した
がって、本判決は従来から存在する集団代表訴訟の要件である共通の利益
を、発生経緯まで含めて共通でなければならないと厳格化したのである。
利益発生経緯まで含めた共通性を求めることになれば、共通というより
もむしろ同一でなくてはならず、必然的に訴えの客観的併合は困難とな
る。その結果、集団構成員が個々に訴えを提起するより途がないことにな
る。本判決は控訴院によるものであったが、とりわけイングランドとウ
エールズのその後の集団代表訴訟に多大な影響を与えることになった（21）。
２．1980年代以降の制限緩和の傾向
1980年代には集団代表訴訟で差止命令が請求されるようになり、
Markt判決の影響に陰りが出始めるようになった。そして1981年には、
Prudential  Assurance v. Newman Industries（22）で、集団代表訴訟の成立要
件が緩和されることになった。本件は株主代表訴訟であり、すべての株
主を代表した一部の株主は、取締役会が不実表示（misrepresentation）
を行っていると主張して、その差止めを求めて訴えを提起した事件であ
る。Vinelott裁判官は、Markt判決が示した基準を破棄し、株主すべての
請求の原因には共通の構成要素（common ingredient）があると述べて、
本件株主代表訴訟が成立すると判断した（23）。さらに、損害賠償を請求する
（19）　Id. at 1041.
（20）　Id.
（21）　Wayne V. McIntosh and Cynthia L. Cates, MULTI-PARTY LITIGATION：THE STRATEGIC 
CONTEXT 161 （2009）.
（22）　［1981］ 1 Ch. 229.
（23）　Id. at 251.
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集団代表訴訟については、同年の E.M.I. Records v. Riley（24）でその成立が
認められた。本件は、イギリス・レコード業協会（British Phonographic 
Industry）所属の一部のアーティストがすべての所属会員を代表した訴え
であった。原告は、海賊版ミュージックカセットが出回ったことが彼らの
著作権を侵害したと主張して、海賊版作成の禁止と損害賠償を求めて訴え
を提起した。本判決は、原告が海賊版の生産および販売を禁止する差止命
令（25）および損害賠償の請求を認容した（26）。一部のアーティストで構成され
る原告であっても、すべてのイギリス・レコード業協会所属のアーティス
トを代表する能力があるともに、集団代表訴訟はすべての所属会員が訴訟
に参加することによる複雑さを回避するためであると述べたのである（27）。
以上の判決の結果、裁判所はMarkt判決の基準を破棄して、集団代表
訴訟の成立を広く認める傾向を示しはじめた。その後の1991年に裁判所
は、複数の船所有者が77社にのぼる海上保険会社を訴えた事例において
も、この傾向を継続させた。各々の保険契約内容が異なっていたにも関わ
らず、共通の条項があるために原告は同じ利益があるという理由で集団代
表訴訟の成立を認めたのである（28）。以上の背景から、イギリスの裁判所は
集団代表訴訟を広範に認める方向性を示したのである。
二　制定法で代表および集団訴訟が規定された過程
１．民事訴訟規則での代表訴訟手続の成立過程
イギリスでは、17世紀よりエクイティ裁判所が当事者の多い事件にお
いて代表の訴えを認めていた（29）。その後、エクイティ裁判所の手続から派
生した高等法院手続規則の Rule12, Order15は、多くの者が訴訟上同じ利
（24）　［1981］ 2 All ER 838 Ch.
（25）　Id. at 840 f to h.
（26）　Id. at 841 c.
（27）　Id. at 841 h.
（28）　Irish Shipping Ltd. v. Commercial Union Assurance Co., ［1991］ 2 Q.B. 206.
（29）　前掲注11参照
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益（same interest）をもつ場合に集団代表訴訟の成立を許容した（30）。控訴
院によれば、同じ利益と判定されるには、集団のすべての構成員が共通の
利益（common interest）と不満をもち、請求される救済がそれぞれの構
成員に有益であることが求められる（31）。
コモン・ロー裁判所では、多くの当事者が関係する事例においては先導
事例（lead case）の方法を採っていた。これは、ソリシター（solicitor）（32）
が原告を構成する集団の中から数人の案件を選び出し、当該事案につきテ
スト・ケースとして訴えを提起する方法である（33）。他の原告も訴えを提起
できるが、先導事例の判断が出されるまで審理が停止される手続である。
この方法は、特定された一部の原告の請求には有効である。しかし、集団
のすべての構成員の請求を解決する方法とはならないだけでなく、これら
の者の手続を停止させることにより不要な時間を費やしてしまう欠点が
あった（34）。
そこで、集団代表訴訟も含めた民事訴訟改革の必要性が認識されるよう
になったのである（35）。まず1994年に、Woolf裁判官が大法官から命ぜられ
（30）　Christopher J. Maley, Toxic Torts：Class Actions in United States and England, 19　
SUFFOLK TRANSNAT'L L. REV. 523, 528 （1996）.
（31）　Smith v. Cardiff Corp., ［1954］ 1 Q.B. 210, 220-21.
（32）　上位裁判所での弁論権をもつバリスター（barrister）とともにイギリス法曹を構
成する者である。訴訟手続の代理権をもつために、依頼人はソリシターに訴訟手続
を直接依頼することになる。従来、事務弁護士と訳出されることが多かったが、県
裁判所など下位裁判所でも弁護権を認められている点と、スコットランドにおいて
はバリスターに相当する advocate以外の弁護士を指す用語として使われる点を考慮
して、本稿ではソリシターと表記する。
（33）　Kristen Garman Rogers, Mad Plaintiff Disease ?： Tobacco Litigation and the British 
Debate over Adoption of U.S.-Style Tort Litigation Methods, 27 GA. J. INT’L & COMP. L. 
199,222-23 （1998）. 1987年の Davies v. Eli Lilley & Co., ［1987］ 1 All ER 801では、オ
プレン（Opren）という名称の関節炎治療薬が高齢の肝臓に疾患を発生させ、その
うち61人の死亡が確認されたとして、1,000人を超す原告が製薬会社を相手取って損
害賠償を請求した訴えを提起した事件である。本判決は損害賠償の実体判断と集団
代表訴訟の要件についての判断をせず、証拠上の問題が中心に審理されている。た
だし、本件では先導ソリシター、集団代表訴訟での請求を行う期限、そして集団全
体の損害賠償容認による和解という、2000年の民事訴訟規則改正による集団訴訟命
令に規定されるに至った新しい手続を使用している。本件は、イギリスで最初とい
われる大規模不法行為事件である。
（34）　Rogers, supra note (33) at 223.
（35）　Suzanne Burn, The Civil Justice Reforms in England and Wales： Will Lord Woolf 
Succeed Where Others Have Failed?, 17 WINDSOR Y.B. ACCESS JUST. 221, 222 （1999）.
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て、民事訴訟改革の意見書を作成することになった。1996年に提出され
た最終報告書の中で同裁判官は、多数の者が他者の行為によって影響を受
けた場合の民事手続について言及した（36）。新しい手続を創設することで、
集団全体の利益とともに個々の原告の利益を追求することを主張したので
ある（37）。最終報告書の中では、違法行為への集団的救済のための３つの目
的が示された。第１に、多くの者が違法によって損害を受け、その損害が
些細で個別に訴えを提起することが非経済的となる場合の民事手続を提供
すること。第２に、多数の者の個々の損害が甚大で訴えの提起は適切では
あるが、従来の手続に拠ると満足のいく方法とはならない場合、迅速、効
果的かつ適切な紛争解決方法を提供すること。そして第３に、個々に攻撃
防御を行う当事者の権利と、集団で効果的に訴えを提起する集団全体の利
益をバランスさせることができることである（38）。その後、この最終報告は
特に集団訴訟命令に反映され、2000年の民事訴訟規則の改正に影響を与
えることになったのである（39）。
この改正の前の1998年に、民事訴訟規則 Rule 19.6で、最高法院規則
（Rules of the Supreme Court）と県裁判所（County Court Rules）に存在
した代表の手続が規定された（40）。同 Ruleでは、代表となるためには、代表
者とその他の者との間に同じ利益（same interest）が存在しなければなら
ないと定められた（41）。ここでいう同じとは共通と同義としてとらえられて
おり、代表者とそれ以外の者の請求の原因が同じという意味で使われてい
る（42）。
代表の選出については、その他の当事者から指名されることはなく、い
かなる者も自発的に代表者となることが可能である。また、裁判所は代表
（36）　Woolf Final Report, ch 17.
（37）　Adrian Zuckerman, ZUCKERMAN ON CIVIL PROCEDURE 3rd ed. 13.31 （2013）.
（38）　Id. at 13.32.
（39）　Burn, supra note (35) at 224-225.
（40）　Neil Andrews, Multi-Party Proceedings in England： Representative and Group 
Actions, 11 DUKE J. COMP. & INT'L L. 249, 250（2001）.
（41）　CIVIL PROCEDURE RULES（CIV. P. R.）, Rule 19.6.
（42）　Andrews, supra note (40) at 251.
白鷗大学法科大学院紀要　第８号（2014年12月）40
を希望する者にその動機を開示することすら要求していない。ただし、代
表が自発的なものとはいえ、代表者に訴訟を委任した者は判決に拘束され
ることになる（43）。
　２．集団訴訟命令と集団訴訟手続
アメリカのクラス・アクションと同様に、イギリスの集団代表訴訟の提
起は裁判所の許可を必要としない。集団代表訴訟上の和解については、ア
メリカでは裁判所による承認がなければクラス・アクション上の和解が
成立しないのに対して（44）、イギリスでは裁判所の関与を必要としない。ま
た、アメリカのクラス・アクションが損害賠償を集団一括で算定されるの
と比べて、イギリスでは損害賠償が認められるにはすべての集団構成員が
被った個々の損害の算定が行われる。したがって、各々の集団構成員が個
別の損害を主張し、その後、集団代表者が証明されたすべての損害を請求
する手続に移行することになる（45）。
この２段階にわたる損害賠償額確定の手続は、アメリカのクラス・アク
ションのような多額の損害賠償を請求することで懲罰を与える性質を取り
除くことにあると指摘されている（46）。イギリスでは過失による不法行為で
の懲罰的損害賠償が制限されているため（47）、損害賠償の中心は填補賠償と
なる。そこで、多数当事者となる集団代表訴訟であっても、填補賠償額が
正確に反映されることになる。損害賠償の個別算定および懲罰的損害賠償
の制限により、損害賠償の増額請求に歯止めを掛ける利点が指摘されてい
るのである（48）。また、個々の構成員の損害が極めて正確に算定される効果
（43）　CIV. P. R. Rulell（2）（a）, Rule 19.6.
（44）　FED. R. CIV. PRO. Rule 23 （h）.
（45）　Andrews, supra note (40) at 253.
（46）　J. A. Jolowicz, Representative Actions, Class Actions and Damages, A Compromise 
Solution, 39 CAMBRIDGE L.J. 237, 239 （1980）.
（47）　楪博行「イングランドにおける懲罰的損害賠償の成立背景と変遷」白鷗法学第21
巻１号125頁（2014）を参照。
（48）　Andrews, supra note (40) at 253.
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も併せて発生させる（49）。このようにして損害賠償額が確定された後、集団
の構成員が損害賠償の受領する権利を放棄して集団にそれを委ねることに
なる（50）。
2000年の民事訴訟規則改正により集団訴訟の手続が制定法上規定された
結果、以上のような特徴をもつに至った。その Rule19.11は、裁判所に集
団訴訟命令（Group Litigation Order）を出す権限を認めた（51）。この命令は、
事実または法律上関連した争点をもつ複数の当事者が救済の請求をする
事件の処理を目的としたものであった（52）。民事訴訟手続施行指示書（Civil 
Procedure Rules Practice Direction）の集団訴訟の項目によれば、ソリシター
は集団代表訴訟を提起しようとする者のためにロー・ソサエティー（Law 
Society）（53）の多数当事者訴訟インフォーメーションサービス（Law Society’s 
Multi-Party Action Information Service）と協議するとともに、他の集団訴訟
に関する情報を入手することになっている（54）。受任の意思をもつソリシター
は、弁護団であるソリシター団を構成し、その中から選出されたソリシター
が、訴えの提起とそれ以降の手続を進行させることになる（55）。
集団訴訟命令の申立てにより、同命令の発給すなわち集団訴訟手続開
始の認可は申立てを受理した裁判官によってなされる（56）。申立ての受理裁
判所は、当該命令の発給を行うと、事実および法律上の争点を決定する
とともに（57）、集団訴訟手続の受任裁判所を決定する（58）。その後、多くの異
なる裁判官が訴訟の様々な段階での争点を処理することにつき責任を負
（49）　Id.
（50）　Id. at 262.
（51）　CIVIL PROCEDURE RULES 2000, SI 221, Sch. 2, Rule 19.11.
（52）　Id. at Rule 19.10.
（53）　1825年設立のイギリスの様々な裁判所で法律実務に従事するバリスター以外の者
の自律的な任意加盟の専門職業団体であり、ソリシター全体への一般的懲戒権を行
使する。
（54）　CIVIL PROCEDURE RULES PRACTICE DIRECTION（CIV. P.R.P.D.）19 BPD-003（U.K.）
（55）　Id. at 19 BPD-005.
（56）　CIVIL PROCEDURE RULES（CIV. P.R.）19.3.5-3.6.
（57）　Id. at Rule 19.10, 19.11（1）, 19.11（2）（b）.
（58）　Id. at Rule 19.11（2）（c）.
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うが（59）、受任裁判所の裁判官が実体法上の争点を処理することになる。当
事者となる者は、必ず集団訴訟に参加することを登録する（register）必
要がある（60）。したがって、イギリスの集団代表訴訟は、すべての利害関係
人を当事者として取込む積極的な参加型（opt-in）になっている。損害賠
償を請求するアメリカのクラス・アクションでは、利害関係人の集団で
あるクラスからの離脱（opt-out）を認めるが（61）、この点もイギリスの集団
代表訴訟とは異なる点である（62）。
またアメリカのクラス・アクションと同様に、代表者以外は出廷するな
ど訴訟に関わることがない。そこで、受任裁判所はいくつかの請求を選び
出しテスト請求（test claim）として手続を進行させ（63）、集団全体の利害に
対処することができる。そして、受任裁判所は集団全体に関わる請求を確
定させるために、集団の登録後に期限を定めて追加請求ができないよう命
ずることも可能である（64）。
集団訴訟命令および判決は、裁判所が命令で除外しない限り、判決時
に登録されている当事者を拘束する（65）。また、集団訴訟で敗訴した場合に
は、すべての集団構成員は裁判費用について責任をもつ。各々の構成員は
自らが支弁した裁判費用および、すべての構成員で等分した裁判費用の支
払いにあたる（66）。
（59）　CIV. P.R.P.D. 19 BPD-023.
（60）　CIV. P.R. Rule 19.11（2）（a）.
（61）　アメリカにおいて、連邦民事訴訟規則 Rule 23を使って損害賠償を請求するクラ
ス・アクション（FED.R.CIV.PRO.Rule 23 （3））では、利害関係人にクラス・アクショ
ンの告知をすることが求められている。告知により、クラス・アクションに参加す
るか離脱するかを選択できる。そして離脱した場合には、個別に訴えを提起するこ
とになる。離脱率は低いとされているが、この離脱型にはクラス・アクション保険
の視点から批判があり、参加型に法改正を要求する動きがある。この点については、
see, Edward F. Sherman, Export/Import： American Civil Justice in a Global Context： 
Eighth Annual Clif ford Symposium on Tort Law and Social Policy Article： Group 
Litigation under Foreign Legal Systems： Variations and Alternatives to American Class 
Actions, 52 DEPAUL L. REV. 401,410-11 （2002）.
（62）　Andrews, supra note (40) at 260.
（63）　CIV. P.R. Rule 19.13（b）.
（64）　CIV. P.R.P.D. 19 BPD-034.
（65）　CIV. P.R. Rule 19.12（1）（a）.
（66）　Id. at Rule 48.6A（5）.
43イギリスにおける大規模不法行為訴訟（楪）
クラス・アクション発生の起源となったイギリスではあるが、アメリカ
と比べ、集団代表訴訟命令とその手続は、2000年に制定法上定められた
ために現在発展の途上にあり、制度的に未整備といってよい状態である。
さらにアメリカとは異なり、成功報酬制度の不在と敗訴者負担制度の存在
がある。以上の点から、イギリスの集団代表訴訟はアメリカのクラス・ア
クションとは異なる発展過程を歩むことになる。成功報酬制度が不在のた
め、弁護士が敢えて射幸的に大がかりな集団代表訴訟を提起できないこと
になる。原告となる集団は、裁判費用を考慮すれば、勝訴の可能性がある
場合にのみ訴えを提起することにならざるを得ないからである。したがっ
てイギリスにおいては、集団代表訴訟の濫訴を避けることが可能となり、
請求の根拠のない訴え（frivolous action）を回避する効果が発生すること
が推定される。
実際にイギリスの裁判官は、仲裁や調停により紛争解決を図らず、裁判所
に訴えを提起して非難や主張する訴訟社会に反対する立場を採っている（67）。
しかし、ＥＵ諸国における集団代表訴訟の勃興と大手ソリシター事務所によ
る集団代表訴訟の受任という、国内外からの訴訟社会化の影響で、成功報酬
制の導入を含めた集団代表訴訟の柔軟な運用が求められており、今後集団代
表訴訟の増加が見込まれている（68）。また、集団代表訴訟において参加型のみ
ならず離脱型の手続規定を制定する動きがあり、イギリスにおいては集団代
表訴訟手続改革の動きが活発化しているといって過言ではない（69）。
（67）　Andrews, supra note (40) at 266.
（68）　Sherman, supra note (61) at 424.
（69）　現在、集団訴訟命令を裁判所の承認を条件として参加型のみならず離脱型も併せ
た性質にする動きがみられる。これにより、Woolf裁判官による報告書で示された
集団とそれを構成する個人の両者の利益が保護されると考えられている。そこで、
参加型と離脱型を併設した集団訴訟手続を金融サービス部門で認める法案がイギリ
ス政府からイギリス議会に提出されている。しかし、2010年の総選挙前に廃案となっ
ている。また2013年には、イギリス政府が独占禁止法の事例において離脱型を認め
る法案を提出する予定があることを公にしている。このように、イギリスにおいて
は法領域が限定されるものの、アメリカのクラス・アクションが採る参加型と離脱
型を併用した集団代表訴訟手続が模索されている。see, Zuckerman, supra note (37) 
at 13.33-34.
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三　イギリスにおける大規模不法行為訴訟の状況
１．アスベスト訴訟の動向
イギリスにおける大規模不法行為の事例は、アスベスト、タバコ、そし
て避妊薬などの製薬上の瑕疵である薬害での損害賠償請求が見られる。ア
メリカにおいては、1980年代初頭から不法行為の訴えが多数提起されて
大規模不法行為訴訟の端緒となった。多大な損害賠償額を認めたアスベス
トの事例は、イギリスでは同時期には注目されるものではなかった。アス
ベストの使用が、アメリカと比べイギリスやヨーロッパ諸国の方が多く使
われていたにも関わらず、このような状況であった。その理由として、
イギリスでは労働災害で何らかの傷害が発生した際には、労働災害補償
（worker's compensation）が訴訟に代わって損害を填補したからである。
しかし、2000年以降になって、不法行為訴訟を通じた損害賠償請求が見
られるようになってきた。
長期間にわたるアスベストの吸引は、吸引の時点と中皮腫などの疾病発
症との間の因果関係を正確に証明することが不可能となる。疾病の潜伏期
間が長期間にわたれば、それは一層増すことになる。アスベスト吸引が
中皮腫を発症させるとはいえ、最大40年の潜伏期間があるためである。
2002年の Fairchild v. Glenhaven Funeral Service（70）は、アスベストを原因
とする中皮腫発症の損害賠償を複数の被告に求めた事例である。本件は、
数か所の事業所で各々異なる期間で雇用されていた者が、アスベストを原
因とした中皮腫に罹患して死亡したとして、その遺族が複数の雇用者の
各々の事業所を相手取って損害賠償の請求をした事件である。控訴院はい
ずれの雇用者の義務違反によって中皮腫が発症したのかが立証されていな
いとして、因果関係の不在を理由に訴えを棄却した。不法行為法では義務
違反と損害発生との間に事実的因果関係が必要であり、それが満足させら
れていないとするのが控訴院の論理であった。しかし、貴族院は原審判決
（70）　［2003］ 1 A.C. 32.
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を破棄した。その理由として、Cornhill裁判官は、まず雇用者の義務違反
がなければ原告が被雇用者に損害を与えることはなかったとする事実的因
果関係のテストが、緩和されるべきであると述べたのである（71）。同裁判官
は多くの先例を参照しながら、損害賠償責任が認められるには、被告の違
法行為が実質的に疾病を発症させていると証明することで足りると判断し
たのである（72）。原告に損害を与えたことを証明されていないにもかかわら
ず被告へ損害賠償責任を課す不正義と、原告に損害賠償を与えない不正義
とを衡量した。そして、後者の方がより大きいものであると判定して、原
告への損害賠償を認容したのである（73）。
Fairchild判決が示したテストは、再度2006年に貴族院において検討
されることになった。そして、被雇用者の疾病に対して関係した程度に
応じて損害賠償責任があると判断されるに至っている。これが Barker v. 
Corus（74）である。本件は３つの上告を合併審理した事件であり、アスベス
トを過失によって被雇用者に吸引させたとして損害賠償を雇用者に請求し
たものである。本件原告の３人は、すべて中皮腫を発症した。そのうち１
人については、アスベストを吸引した３つの期間のうち２つの期間では雇
用者の注意義務違反と疾病との因果関係を認めた。しかし、１つの期間に
ついては、自営の左官業を行い自己責任でアスベストを吸引したと判定し
た。その他の原告については、自営期間がなくすべての期間において多数
の雇用者の注意義務違反と疾病との間の因果関係を認定した。
本件においては、２つの争点が存在した。第１は、Fairchild判決が示
したテストが明確に過失とは認定できない被告に適用されるのかである。
そして第２は、被告が連帯責任（ jointly and severally liable）をもつかで
ある。第１の争点については、裁判官全員一致で不法行為を行った期間に
（71）　Id. at para. 9.
（72）　Id. at para. 14.
（73）　Id. at para. 33.
（74）　［2006］ 2 AC 572.
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かかわらず雇用者に責任があることを認定し、Fairchild判決の示したテ
ストが適用されると判断した（75）。次に第２の争点については、同テストが
適用される場合には、被告自らが発生させた損害については当該被告の
個人責任（several liability）があると判断し、複数の被告の間での連帯責
任を否定した（76）。特に Hoffman裁判官は、複数の被告が責任をもつとすれ
ば、損害を発生させた蓋然性の程度によって責任を分配することが当然
であると指摘している（77）。また、同裁判官はこの判断に至る過程で、アメ
リカにおける連帯責任や流産防止剤などに用いられた合成女性ホルモン
薬剤であるジエチルスチルベストロール（DES）などの事例を引用してい
る（78）。
以上のように、本判決では一部の裁判官の中にはアメリカにおける実
務を参考にする新しい傾向が見られるようになった。Barker判決以降の
2006年には補償法（Compensation Act）の改正という立法的対応がみられ
るようになる。この改正法の３条では、被告が過失で被害者にアスベスト
を吸引させて中皮腫を発症させたにもかかわらず、その加害者の特定がで
きない場合には、被告はその他責任を認められる者とともに中皮腫発症に
よるすべての損害の責任を連帯して負う旨が定められている（79）。したがっ
て、本法は Fairchild判決が示した加害者の特定が困難な場合においても
賠償責任を認めるルールを採用したのである（80）。
（75）　Id. at paras. 43, 59, 117.
（76）　Id. at paras. 17, 59, 101, 117, 128.
（77）　Id. at para. 43.
（78）　Id. at paras. 44-46.
（79）　The Compensation Act 2006, §3.
（80）　本法においては、中皮腫という致死率の高いガンのみを想定した。また貴族院
もアスベストにより胸膜肥厚斑、胸膜の一部が白板状に厚みを帯びる病変が損害賠
償の対象とならない旨を判示した（Rothwell v. Chemical & Insulating Co. Limited, 
［2007］ U.K.H.L. 39.）。この症状はアスベストを吸引したことで発症するが、肺機
能障害は起きないため、わが国においても石綿新法の救済対象とはなっていない。
ただし、中皮腫や肺がんを発症する危険性があるとされている。
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　２．タバコ訴訟の動向
1992年のアメリカ合衆国最高裁判所は、タバコの健康被害についての
警告不備を理由として、タバコ製造会社に対して喫煙者である原告へ損害
賠償を命じる判決を出した。これが Cipollone v. Liggett Group.（81）であり、
健康への警告をタバコのパッケージに印刷しておくだけでは当該会社は損
害賠償責任を免れることはできないと判断したのである（82）。
イギリスでも本判決に触発されて、喫煙による疾病発症を主張して損
害賠償を求める訴えを提起する動きが見られるようになってきた。ある
ソリシター事務所がイギリスにおいても同様な訴訟が提起できると考え
て、喫煙者であるか否かを問わずイギリスで訴訟の提起を検討する会合
の開催を新聞広告で呼びかけた。そして、約200人の喫煙に起因する疾病
の罹患者を原告として、勝訴しなければ弁護士（ソリシター、以下弁護
士とはソリシターを意味する）費用が発生しない（no-win, no-fee）委任
契約を締結して、イギリスのタバコ製造会社に損害賠償を請求する目的
で法律扶助（83）を申立てた。しかし、その申立ては審査の結果1996年に却
下された（84）。その理由として、申立人が提起しようとする訴えは通常のソ
リシターであれば受任しないほど勝訴見込みがないということが述べら
れている（85）。
1998年にもタバコの害にかかる本案とは異なる争点について、控訴院
が Hodgson v. Imperial Tobacco Ltd.（86）を出している。本件は、被告の製
造したタバコを喫煙したことによってガンが発症したとして、喫煙者で
ある原告が被告であるタバコ製造会社を相手取って損害賠償を請求した
（81）　505 U.S. 504 （1992）.
（82）　Id. at 528-31.
（83）　法律扶助制度は、1988年の Legal Aid Act 1988に定められていたが、その後、1999
年に Access to Justice Actに改正され、現在では2012年に Legal Aid, Sentencing and 
Punishment of Offenders Actに改正されて現在に至っている。
（84）　Audra A. Albright, Could this be the Last Gasp? England’s First Case Against the 
British Tobacco Industry, 11 TEM. INT’L & COMP. L. J. 363, 368-371 （1997）.
（85）　Id. at 369-370.
（86）　［1998］ 2 All. ER. 673.
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事件である。原告は法律扶助を申請せず、勝訴しなければ訴訟維持にか
かる弁護士費用を支払わないとする条件付報酬委任契約（conditional fee 
agreement）を弁護士と締結した。担当弁護士は、原告が訴訟保険に未加
入であったため敗訴した際に担当弁護士が裁判費用を負担することにな
り、原告を代理することが継続できなくなると懸念した。そこで、当該弁
護士は裁判官に対して、被告が原告側弁護士に裁判費用負担を求めること
を禁ずる命令（87）を請求した。しかし、この命令の発給申請が却下されたた
め、当該弁護士は控訴院に抗告した。控訴院は、弁護士が依頼人である原
告のために訴訟を追行している場合には特別な保護を必要とせず、そのよ
うな保護なしでは原告のための活動ができないとはいえないと判断して抗
告を退けたのである（88）。
以上のように、90年代のイギリスにおけるタバコ訴訟は、本案審理に
は至っていない。この訴訟の特徴は弁護士費用を支弁できないほどの原
告と、それを認識して代理する弁護士とが存在することである。他の大
規模不法行為紛争とは原告の性質において相違が存在したのである。そ
の原因は、アメリカのタバコ訴訟での原告勝訴に便乗したソリシター事
務所が、法律扶助と条件付報酬委任契約を媒介にして低所得者層の代理
を目論んだことであった。実際に本案審理に至った最初の事件は2005年
のMcTear v. Imperial Tobacco（89）であり、イギリスでアメリカ合衆国最
高裁判所判決に触発されてタバコ訴訟の提起に踏み切ってから実に13年
も経過していた。
本判決は、スコットランド民事上級裁判所（Court of Session）による
ものであった。本件は、死亡した喫煙者の未亡人がタバコ製造会社に対し
て夫の死亡につき損害賠償を求めて提起したものである。彼女の主張は、
1964年に喫煙を開始した際には喫煙が致命的な疾病を発症させることの
（87）　Supreme Court Act 1981 § 51（6）, RSC Ord. 62, r 11.
（88）　［1998］ 2 All ER at para. 683 d.
（89）　［2005］ CSOH 69.
49イギリスにおける大規模不法行為訴訟（楪）
認識がなく、そのまま中毒性をもつタバコを吸いつづけた結果ガンを発症
させたというものであった。そして、致死性と中毒性をもつタバコの害を
警告することと、大衆にタバコの製造と販売を行わないよう相当な注意を
払うことは被告であるタバコ製造会社の義務であり、それらの義務を怠っ
たために夫がガンを発症したとして損害賠償を請求したのである。
この主張に対してまず裁判所は、右の事実を認定した。第１に、死亡
した夫の喫煙開始がタバコ製造会社の広告によるものではないことであ
る（90）。第２に、イギリスでは喫煙がガンを発症させることが既に報告され
ていたことである（91）。第３に、被告が製造する銘柄のタバコを吸い始めた
のは1971年からであることである（92）。そして第４に、彼は禁煙することが
できなかったことである（93）。次に裁判所は、本件喫煙と肺ガンの因果関係
が存在するためには、以下のことを立証することが必要であると述べた。
第１に、紙巻タバコの喫煙により肺ガンを発症させたこと。第２に、原告
の夫もこの紙巻タバコの喫煙により肺ガンとなったこと。第３に、被告ブ
ランドの紙巻タバコを相当な期間と本数を喫煙したこと。第４に、原告の
夫が被告の義務違反により製造された紙巻タバコを喫煙し、第５にこの義
務違反が実質的に肺ガンを発症させたことである（94）。そして、これらが証
明されていないので、本件喫煙と肺ガンの因果関係が明らかではないと
判定した（95）。また本件喫煙は、肺ガン発症の危険性を認識した上で行われ
ていたものであり、被告には過失が存在しないと判断して訴えを棄却し
た（96）。
（90）　Id. at para. 4.226.
（91）　Id. at para. 4.228.
（92）　Id. at para. 3.1.
（93）　Id. at paras. 4.229, 6.202-6.208.
（94）　Id. at paras. 1.5, 6.29, 9.5.
（95）　Id. at paras. 6.172-6.185, 9.10.
（96）　Id. at para. 9.1.
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３．薬害および医療関連訴訟の展開
イギリスの薬害による救済は、1987年の消費者保護法（Consumer 
Protection Act 1987）により、欠陥製造物による損害の賠償が可能となっ
た（97）。ここでいう欠陥とは、人が一般的に期待できる程の安全とはいえな
いものであり、表示された製造物の説明や警告などにも適用される（98）。ま
た、消費者保護法は厳格責任を採っているので（99）、原告は製造物の欠陥お
よびその欠陥による損害との因果関係のみを立証すれば損害賠償を得るこ
とが可能となった。
消費者保護法を根拠とする初めての薬害訴訟となったのはＣ型肝炎訴訟
である。これが2001年の A and Others v. The National Blood Authority and 
Others（100）である。本件は、114人の原告が国立血液機関（National Blood 
Authority）を相手取って、輸血血液の中にＣ型肝炎ウイルスが混入され
ていたと主張して、Ｃ型肝炎発症による損害の賠償を求めたものであっ
た。原告は６件の先導事例に基づいて集団代表訴訟を提起した。当事者双
方とも、血液を消費者保護法に定める製造物であると認めた。そして裁判
所は、当該血液が瑕疵あるものであると判断した。ただし、安全性の判定
根拠については意見が分かれた。まず多数意見は、すべての関連する状況
証拠を勘案して、安全性が大衆一般ではなく輸血された者（受血者）によ
り認識されるものであると判断した（101）。他方で、少数意見の Burton裁判
官は、大衆一般が輸血血液のＣ型肝炎ウイルスへの非感染を見込む資格が
あると述べた（102）。本判決は、不法行為一般に適用される一般通常人の基準
（97）　本法は製造物責任に関するヨーロッパ共同体指令（Product Liability Directive 
85/374 EEC）を履行するために制定された。本法にいう製造物とは、自然および人
工を問わずいかなる物も含まれている（Consumer Protection Act s 45（1）.）。
（98）　Worsley v. Tambrands Ltd., ［2000］ P.I.Q.R.p.95.
（99）　Consumer Protection Act s 2（1）.製造物が全体または部分的に、「欠陥があれば、
s2（1）に定めるいずれの者は損害賠償責任を負う」と規定する。尚、本規定に定め
る者とは、最終製品の製造者、部品などの製造者、EC域内の輸入業者などを指す。
（100）　［2001］ 3 All ER 289.
（101）　Id. at para. 31.
（102）　Id. at para. 55.
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が、薬害訴訟では妥当とされないことを示したのである。
大規模不法行為、特にＣ型肝炎のようなウイルス性疾患やアスベストなど
は、一定の潜伏期間が経過した後に発症し身体的損害を与える。そこで、何
らかの方法でウイルスやアスベストなどに接触または吸引した場合には、疾
病を罹患したかを判定するために医療検査を行うことになる。疾病の罹患を
検査する費用が賠償に含まれるか否かについては、本判決に至るまでイギリ
スの裁判所では検討されてこなかった。疾病発症という損害が現実に発生し
た後に検査する費用を身体的損害に含んだ賠償がなされてきたのである（103）。
しかし裁判所は、精神的損害賠償として当該費用を賠償する判断を下し
た。これが Group B Plaintiffs v. Medical Research Council and Another（104）であ
る。本件は、クロイツフェルト・ヤコブ病罹患の可能性をもった子供が、そ
の罹患可能性を認識した結果、精神的損害を負ったとしてその賠償を請求
した事例である。本判決は、当該精神的損害の賠償を認容した。裁判所は、
薬害訴訟における精神的損害賠償責任の根拠を次に求めたのである。すな
わち、第１に子供である原告とホルモン剤を供給した被告との親密な関係
（close relationship）が存在することであり、第２に原告は未成年であり治
療方法を選択できなかったことであり、第３に原告が少数であること、そし
て第４に発症可能性のある疾患が重篤なものであることであった。
薬害訴訟に典型的なものは、因果関係の立証が困難ということである。
高度に専門的な医学的証拠を扱うという側面のみならず、疾病発症の潜伏
期間がある場合には加害者すら不明ということもあり得るからである。そ
こで、アスベストの事例であった Farichild判決が示した、事実的因果関係
が不明であっても実質的に関連すれば足りるとしたテストが適用される可
能性がある（105）。一方で、薬物の服用につき注意書で警告をする際の基準が争
（103）　David Wilkinson, Mass Tort Treatment of Pharmaceutical Product Liability Cases in 
England, 2006 DEF. COUNS. J. 264, 267.
（104）　［1998］ 41 B.M.L.R. 157.
（105）　Wilkinson, supra note (103) at 268.
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点となった事例である2001年の X v. Shering Health Care Ltd.（106）は、これに
ついて否定した。本件は、女性が原告となった集団代表訴訟であり、第三
世代複合経口避妊薬（third generation combined oral contraceptive： COC3）
を服用したことによる静脈血栓塞栓症（venous thromboembolism：VTE）
発症を主張して、製薬会社三社を相手取って損害賠償を求めて提起した事
件であった。原告は、COC3が消費者保護法にいう瑕疵ある製造物に該当
し、原告が当該避妊薬を服用する前に VTE発症の危険性を警告すべきで
あったと主張した。裁判所は、第二世代経口避妊薬と比べて第三世代のそ
れに危険性が２倍あれば、後者に瑕疵があるとする仮説をたてた。そして、
専門家による鑑定証言に基づく42日間におよぶ証拠調べが行われた。その
結果、危険性の増大がせいぜい1.7倍という結果が示され、本件訴えは棄却
されたのである。
2004年には、薬害ではないが、全英臓器保存集団訴訟（Nationalwide 
Organ Retention Group Litigation）と呼ばれる訴えの判断が出されてい
る。これが AB v. Leeds Teaching Hospital N.H.S. Trust（107）である。本件で
は、病理担当医師が死因検査の目的で死亡した子供または乳児の体内組織
を取出して保存することを親に知らせなかったことが過失に該当するのか
が争われた。心臓や脳が摘出され保存されていたことが明らかになったこ
とで、全英が抗議の声を上げるという事態に発展した。この事件は1992
年に発生したが、当時は死亡した子供の体内組織を親の同意なく摘出保存
する行為が当然に行われていたのである（108）。さらに、一般的に医療関係者
は死体に心臓や脳が残されていないことに対する問題意識がなく、さらに
病理担当医師は親の最大の利益に沿って行為しているととらえていた（109）。
裁判所は、当該行為が医療関係者から当然に妥当であると認識されている
（106）　［2002］1 W.L.R. 2274.
（107）　［2004］ EWHC 644.
（108）　Id. at para. 213.
（109）　Id. at paras. 215, 217.
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とはいえ、不合理な行為に該当すると判断した（110）。この判断は、加害者側
の専門的な視点ではなく、むしろ外観上は世間一般の認識すなわち一般通
常人の基準に拠り不合理を導き出している。したがって、一般通常人基準
を採らなかった The National Blood Authority and Others判決とは、採用
する基準において異なるものであった。
この相違は、両判決とも不法行為被害者の認識によって決定されてい
ることから発生したのが原因である。すなわち、National Bloodの場合に
は、Ｃ型肝炎ウイルスへの感染を認識し疾病発症を危惧するのは輸血され
た者である。本判決では、世間一般ではなく被害者となった受血者のウイ
ルス感染への危惧によって違法性の判断がなされている。一方で、Leeds 
Teaching Hospitalの場合は、被告の病院で死亡した乳児を含む子供をも
つ親であった。本判決では、臓器を保存した医療従事者側の認識ではな
く、臓器提供を秘密裏に行われた親の認識を基礎として違法性が判断され
た。したがって、これらに共通するのは、不法行為被害者側の認識が違法
性の判断に大きく関与したということである。
四　イギリスにおける大規模不法行為訴訟の特徴
１．集団代表訴訟を巡る手続的特徴
アメリカを除く国家では、不法行為訴訟が必ずしも社会的または個人的
な正義を達成するための効果的な手段とされていない（111）。とりわけ集団代
表訴訟であるクラス・アクションにより人種別学の解消を目的とした訴え
のような、私人が公益促進を目的として訴えを提起するいわゆる私的法務
長官（Private Attorney General）によるものについては、この考えが顕著
となる（112）。しかし、イギリスを含めたアメリカ以外の国家では、クラス・
アクションを媒介にして公共政策の形成の意識がほぼ存在しないと指摘さ
（110）　Id. at para.237.
（111）　Richard O. Faulk, Armageddon Through Aggregation? The Use and Abuse of Class 
Actions in International Dispute, 10 MICH. ST. U. DET. C. L.J. INT'L L. 205, 208-209 （2001）.
（112）　Id. at 208.
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れている（113）。これを前提とすれば、アメリカは集団代表訴訟において独自
ともいえる方向性を示しているともいえる。これが訴訟制度の相違に由来
するものなのかどうかが、アメリカを除く国家、とりわけ英連邦諸国にお
ける大規模不法行為訴訟の今後の動向を占う上で重要となる。
イギリスにおいては、集団代表訴訟に消極的判断をとったMarkt判決
が約80年間事実上その後の司法判断を拘束した結果、集団代表訴訟の必
要性の認識がアメリカと比べて低くならざるを得なかったといえよう。ア
メリカの民事訴訟規則 Rule 23が改正され現在のクラス・アクションが制
定されたのが1966年であったので、イギリスにおける集団代表訴訟は法
整備の面で20年以上遅れたことになる。
イギリスでは先導事例の制度があり、ソリシターにより集団から先導原
告（lead plaintiff）が選び出され、集団代表訴訟に先行して審理を行う先
導事例制度が存在する。集団に共通する争点を先行して審理する手法は、
集団代表訴訟の結果を予測することにおいて利点がある。また、集団の構
成員に共通の争点が処理されることになり、先導原告に絞った手続ではあ
るものの、集団に対する利益も与えることになる。これは現行の民事訴訟
規則にも継受されている。しかし、前述したように、この手法を採れば先
行原告の特定された原告の請求には有効であろうが、集団のすべての構成
員の請求を解決する方法とはならない。さらに先導原告以外の者について
の手続を停止させるという不都合もある。くりかえしになるが、先導事例
の制度が示すのは、集団共通の争点について処理可能となることと、これ
による集団代表訴訟の結果予測の利点のみである。しかし、集団が関わる
紛争を迅速かつ適切に解決するという視点に立った場合、イギリスにおけ
る制度がどの程度の有効性をもつのか疑問が残るのである。
さらに、イギリスにおける集団訴訟命令はアメリカのクラス・アクショ
ンとは手続の目的において異なるものである。確かに、集団訴訟命令の申
（113）　Id.
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立てにより集団訴訟手続開始の認可が裁判官によってなされる点において
は、アメリカのクラス・アクションと類似する。しかし、その後の手続は
全く異なる。集団代表訴訟手続では、裁判所が当該命令の発給を決定した
後に、事実および法律上の争点の決定と受任裁判所を決定する手続に移
る、この手続は、各地区の連邦裁判所で提起された共通の争点をもつ複数
の訴えを、広域係属訴訟法廷（ judicial panel on multidistrict litigation）が、
単一の連邦裁判所に移送して訴えを集約するアメリカでの広域係属訴訟
（multi-district litigation）（114）に類似している。しかし、この手続は連邦裁
判所内部での訴えの集約手続である。さらに審理の対象が正式審理前のプ
レトライアルに限定される点において、イギリスの集団代表訴訟とは異な
るものである。
アメリカの連邦裁判所のクラス・アクション手続では、訴えが提起され
ると、クラス・アクションの要件に合致するかが検討される。その後クラ
ス・アクションの成立が承認されてはじめて実体判断に入る。イギリスの
集団訴訟命令はアメリカのそれとは異なり、個々の訴えの集約と原告集団
の確定手続である。その意味で、一個の訴訟主体として機能するのかを判
断する手続が欠けているのである。そこで、イギリスでは原告が多数にの
ぼる大規模不法行為訴訟は手続的に想定されていないといえるのではない
だろうか。
２．裁判費用を巡る特徴
弁護士報酬にかかる条件付報酬委任契約は、1990年の裁判所および法
的サービス法（Courts and Legal Services Act）（115）に規定された。その58条
（１）項（116）によれば、この契約は弁護活動を行う者と依頼者との間の書
面による合意であり、ここで弁護活動を行う者の報酬と経費が支払われる
（114）　28 U.S.C. §1407.
（115）　Courts and Legal Services Act 1990.
（116）　Id. at § 58（1）（b）.
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場合を定めておく必要がある。また、（３）項は当該契約が特定の手続で
しか締結できない旨を定める（117）。（４）項で手続の特定は大法官に権限が
与えられている（118）。そして、条件付報酬負担命令により身体的損害への賠
償がなされることになる（119）。
さらに、1995年の条件付報酬委任契約規則（Conditional Fee Agreements 
Regulations 1995）（120）では、同契約締結上の規制がなされていた。同契約
を締結する上での留意事項とその履行手続、および法律扶助を受領した場
合の費用負担などについて、依頼人に注意喚起をすべき旨が定められてい
た。ただし、勝訴して損害賠償を得た場合にその中から弁護活動報酬を
支払うことを内容とした契約の締結は禁止されていた（121）。この点について
は、獲得した損害賠償から弁護士報酬を支払う旨の契約を締結するアメリ
カの成功報酬制とは異なっていたのである。裁判所および法的サービス法
と条件付報酬委任契約規則は、弁護活動を行う者と依頼人との委任契約関
係の中で、敗訴した際に限定した依頼人の保護を目的としたものであっ
た。そこで、法的サービスを行うソリシターが、敗訴した場合に法的サー
ビスに要した経費などを受取らない旨を定めた条件付報酬委任契約を依頼
人と締結すると、自らの行った委任事務についての費用のみが受領できな
くなるに過ぎないのである。
しかし2013年以降、アメリカ型といえる損害賠償額に応じた弁護活
動への報酬支払い方法が、すべての民事手続において認められるように
なった。損害賠償に基づく報酬契約規則（Damages-Based Agreements 
Regulations 2013）（122）は、敗訴した場合の代理人の報酬が放棄されるだけ
でなく、勝訴した場合には相手方から得る損害賠償額を考慮して、その報
酬額を決定する委任契約を締結することができる旨を定めている。ただ
（117）　Id. at § 58（3）.
（118）　Id. at § 58（4）.
（119）　Conditional Fee Agreements Order 1995, SI 1995/1674.
（120）　Conditional Fee Agreements Regulations 1995, SI 1995/1675.
（121）　Faulk, supra note (111) at 227.
（122）　Damages-Based Agreements Regulations 2013/609.
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し、同規則に基づく報酬契約での報酬額には上限が設定されており、身体
的損害賠償請求の事件においては損害賠償額の25％となっている（123）。アメ
リカでは報酬額の上限が設定されておらず、個々の損害賠償請求者よりも
代理人が多くの額を受領する場合がある（124）。イギリスではアメリカと異な
り報酬割合が低く設定されているが、従来の条件付報酬委任契約は、勝訴
の場合には通常請求される正規報酬の２倍額を依頼人に請求することが可
能となっていることに留意する必要があろう（125）。また、条件付報酬委任契
約が廃止されていないため、これと成功報酬との関係が不明となる問題が
残されているのである（126）。
イギリスにおける大規模不法行為訴訟のうち、とりわけタバコ訴訟では
訴えの提起を容易にするために、法律扶助の申請と条件付報酬委任契約と
いう裁判費用を賄うための制度が用いられた。なぜなら、他の大規模不法
行為訴訟とは異なり、ソリシター事務所によるタバコ訴訟への誘引という
背景が存在したからである。タバコ訴訟の本案判断を行ったスコットラン
ド民事上級裁判所判決が示したものは、喫煙と肺ガンとの事実的因果関係
を正確に立証する必要性であった。これは、アスベスト事例の Fairchild
事件での、事実的因果関係に完全性を求めるのではなく実質的で足りると
（123）　Id. at reg. 4（2）.
（124）　See, e.g., Sharon Reece, Eight Circuit Survey： Lemonade from Lemons： The 
Solution to Taxation of the Contingent Fee Portion of Damage Awards, 37 CREIGHTON 
L. REV. 305, 317 （2004）.また、著作権法の事例での成功報酬は、損害賠償額の
約３分の１とする分析がある。see, David L. Schwartz , The Rise of Contingent Fee 
Representation in Patent Litigation, 64 ALA. L. REV. 335, 360 （2013）. 他方で、身体的
損害への賠償請求においては、損害賠償額の40％の成功報酬が一般的であり、50％
の場合があることが指摘されている。see, Lester Brickman, LAWYER BARONS：WHAT 
THEIR CONTINGENCY FEES REALLY COST AMERICA 60（2011）
（125）　Art. 4 of the Conditonal Fee Agreement Order 2000. 本命令は、大法官は、勝訴し
た場合の法的サービスへの報酬を正規報酬の100％を超えてはならない旨を命ずるも
のである。
（126）　大法官も命令により第１審の成功報酬を損害賠償額の25％（Art. 5 （1）（a）, 
Conditional Fee Agreements Order 2013.）、そして上訴審などそれ以外手続における
成功報酬額をその100％（Art. 5 （1）（b）, Conditional Fee Agreements Order 2013.）と
している。この点も、第１審と上告審を担当した場合、125％の成功報酬を受けられ
るのか否かの問題が存在していると指摘されている（Division I Fundamentals of Dam-
ages and Loss： What May be Claimed and How, C Funding, 2 Conditional Fee Agreements, 
［365.2］, Butterworths Personal Injury Litigation Service （11 September 2014）.）。
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した判断とは全く異なるものであった。本判決では、条件付報酬委任契約
と法律扶助の申請により、訴え提起自体が請求の根拠のなく勝訴の見込み
がないと判断されたといえよう。タバコ訴訟で法律扶助の是非について判
断した当時は、1988年の法律扶助法が適用されており、申請認可には勝
訴の見込みが必要であった（127）。現行法である2012年の法律扶助と犯罪者へ
の刑宣告法（Legal Aid, Sentencing and Punishment of Offenders Act）で
も、勝訴の見込みが民事事件での法律扶助認可に必要であると定められて
いる（128）。勝訴見込みを要件とする以上、イギリスの裁判所は原告が期待す
るわずかな勝訴のチャンスに賭けたいわば射幸的な訴えに対し、法律扶助
を認めることはなかったわけである（129）。
イギリスでは、敗訴者（loser）が勝訴者の弁護士費用を含むすべての
裁判費用を支払う制度、すなわち敗訴者負担制がある（130）。この制度は、敗
訴の原因となる訴えを提起したことを理由として、当事者に勝訴者の裁判
費用を負担させるのは正義に叶うとする考えを基礎にしているとされてい
る（131）。たしかに、民事訴訟規則上は裁判所の裁量により敗訴者負担の妥当
性および負担額などが決定されるとはいえ、敗訴者が原則的にはほぼすべ
ての裁判費用を賄うことは多大な負担である。勝訴を確信しない限り、原
告は訴え提起に踏み切れないはずである。したがって、裁判費用の敗訴者
負担が訴え提起の障害となるのは明らかである。タバコ訴訟では、勝訴の
確信がないままに法律扶助により敗訴者負担からくるリスクを担保しなが
ら訴えが提起された。他方で、これ以外の大規模不法行為訴訟では、法律
扶助の申請もなく訴えの提起がなされてきたのは、その確信があったとも
推定できるのである。
（127）　Legal Aid Act, ch. 34（3）.
（128）　Id. at ch. 10, s. 11, （3）（g）.
（129）　See, e.g., Rogers, supra note (33) at 226.
（130）　Civil Procedure Rule, 44.2（2）.
（131）　Neil Andrews, Fundamentals of costs law： loser responsibility, access to justice, and 
procedural discipline, 19（2） UNIF. L. REV. 295 （2014）.
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おわりに
イギリスでは1910年以降長期間にわたり集団代表訴訟に対する消極的
評価が継続的に存在していた。多数原告による訴えの提起と係属を目的と
する手続的整備が遅れていた結果、アメリカと比べてイギリスでは大規模
不法行為に対して訴訟を通じた多額な損害賠償の請求が少なかったといえ
よう。イギリスで集団代表訴訟手続の整備が着手されたのが1990年代で
あり、当時はアメリカの大規模不法行為訴訟がピークを迎えた時期に合致
する。したがって、アメリカでの大規模不法行為の全盛期にはイギリスで
は未だそのような状況ではなかったわけである。
また、集団代表訴訟制度に加えて、弁護士報酬制度が、アメリカとイギ
リスにおける大規模不法行為訴訟を巡る状況の相違を生じさせている。こ
れは、アメリカでの成功報酬制度とは異なる、イギリス独自の条件付報酬
委任契約および上限設定された成功報酬制度である。これらの制度によ
り、イギリスでは大規模不法行為とりわけタバコ訴訟の提起を促す効果を
あげていた。しかし、タバコ訴訟が本案審理に至るまでに多年を要したの
は、弁護士報酬を含む裁判費用の敗訴者負担の制度の存在であった。タバ
コ訴訟が勝訴の見込みが低いと訴訟代理人が推定し、法律扶助により裁判
費用を担保しようとしたためである。
タバコ訴訟以外の大規模不法行為訴訟においては、事実的因果関係が疫
学的に正確でなくとも実質的に特定されていれば足りるとする因果関係立
証の緩和や、未発症疾病に対する医療検査損害賠償を認容する動きが見ら
れた。これはアメリカにおける薬害に関する大規模不法行為訴訟において
見られてきた傾向と同一であり（132）、大規模不法行為における損害賠償の基
準として作用するものである。中皮腫などの致死率の高い疾病、または脳
神経細胞の機能障害を引き起こすクロイツフェルト・ヤコブ病など、治療
（132）　See, e.g., Litigating Mass Tort Cases, § 6:26 （updated 2012.）. 尚、アメリカにおけ
る医療検査損害賠償の動向については、楪博行「アメリカにおける大規模不法行為
人身損害の賠償」同志社法学64巻７号450頁（2013）を参照。
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法の確立されていない難病疾病罹患が対象であったことが理由ともいえ
る。しかし、これら薬害によるものとタバコ訴訟においてイギリスの裁判
所が採る立場は決定的に相違する。イギリスの裁判所においては喫煙によ
るガン発症の危険負担が喫煙者にあることを前提にしており、喫煙者の自
己責任でガンを発症させたという論理にあるのではなかろうか（133）。
イギリスにおける大規模不法行為訴訟が、集団代表訴訟制度と裁判費用制
度における相違から、原告数が数万ともなるアメリカにおけるそれと比べて
小規模化していることは否めない。イギリスの集団訴訟命令は利害関係人を
訴えに参加させるとともに訴えの集約を主眼とする制度である。アメリカの
クラス・アクションのように当事者集団から離脱することは想定されてい
ない。損害賠償算定においては集団構成員個々の損害を正確に評価するとい
う点においては、それらの者の利益を斟酌する方向がみられるものの、一括
した紛争処理が必ずしも求められているとはいえないのである。
また、薬害訴訟においては不法行為一般で適用される厳格な事実的因果
関係が緩和されており、大規模不法行為の処理に向けた方向性が示されてい
る。この意味で、大規模不法行為訴訟が従来の不法行為理論を変容させる効
果を生じさせているといえよう。また、今後大規模不法行為を含む損害への
集団的救済を考慮する上で、イギリスにおいては敗訴者負担制度がもたらす
影響は留意すべき点である。なぜなら、この制度により請求の根拠のない訴
えを排除して、集団代表訴訟の濫訴が避けられているからである。
アメリカにおいては、クラス・アクションの濫訴の懸念と、弁護士報酬
の多額化が日常的に語られ、現在それらの対策が進行しつつある（134）。そ
してまた、クラス・アクションの手続が複雑化するのみならず、提起する
ことだけで被告を心理的に圧迫し、原告が有利に和解へ持ち込む問題があ
る。一方では、多数の訴えを一括した紛争処理を目的とするクラス・アク
（133）　Andrei Sirabionian, Why Tobacco Litigation Has Not Been Successful in the United 
Kingdom： A Comparative Analysis of Tobacco Litigation in the United States and Unite 
Kingdom, 25 NORTHWESTERN J. INT’L L. & BUSINESS, 485, 505 （2005）.
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ションには司法経済的な効率性があることが認識されている。これらはイ
ギリスにおいても同様である（135）。イギリスの大規模不法行為はアメリカ
と比べて小規模であり、手続的にもアメリカ型に変更されていない。そこ
で、イギリスにおける大規模不法行為訴訟の現状が示すことは、大規模な
不法行為の事案が少ない日本において、今後発生した場合の対応策を考慮
する上で、多大な示唆を含むものといえよう。
〈平成26年度科学研究費補助金　基盤研究（Ｃ）研究課題「私人による違法行為の抑止
とエンフォースメントの比較法的研究」（研究代表者：楪博行）課題番号25380127によ
る研究〉
 （本学法学部教授）
（134）　その一つが州裁判所から連邦裁判所へ大規模なクラス・アクションを移管し、集
約しようとする試みである。連邦議会は2005年にクラス・アクション公正法を成立
させ、この試みを実行した。尚、クラス・アクション公正法については、楪博行「ク
ラスアクション公正法（Class Action Fairness Act）の成立と大規模不法行為訴訟へ
の影響」京都文教大学人間学研究所　人間学研究 ７号63頁（2009）を参照。また、
同法の影響を分析したペンシルバニア大学ロー・スクールのシンポジウムがある。
この紹介として、楪博行「「誰にとって公正なのか？クラスアクション公正法の展
望 Symposium： Fairness to Whom? Perspectives on the Class Action Fairness Act of 
2005,156 U. PA. L.REV. 1439-2160 （2008）」アメリカ法2009-2 360頁（2009）を参照。
（135）　Zuckerman, supra note (37) at 13.38.
